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ドイツ新政権が直面するメルケル時代から続く課題 
 

＜ポイント＞ 

1. ドイツでは、昨秋の総選挙で第１党になった社会民主党（ＳＤＰ）が、緑の党、自由民主党（Ｆ

ＤＰ）とともに３党による「信号連立」を形成させ、昨年 12 月 8 日に、オラフ・ショルツＳＰＤ

党首を首相とする新政権が発足した（図１）。アンゲラ・メルケル氏は首相退陣とともに政界を

引退したが、2005 年から 16 年４期に及ぶその長期政権において、欧州債務問題、エネルギー安全

保障そして難民の社会的包摂といった課題に直面した。本稿では、これらの課題について経済指

標を参照しつつ振り返り、新政権の方向性を理解する上での手懸りとする。 

2. 【欧州債務問題】ＥＵでは、2010年の欧州債務危機において「安定と成長の協定（以下「ＳＧ

Ｐ」）」に基づく財政規律が求められ1、違反国には過剰赤字手続（以下「ＥＤＰ」）を勧告、そし

て一定期間内に是正措置が採られない場合、制裁が課されることとなっていた。しかし、制裁発

動までの裁量の余地が大きく一度も制裁が発動されず形骸化していたため、財政健全化・マクロ

不均衡是正に向けた新たな改革が打ち出された。その一つがユーロ諸国の構造的財政赤字2をＧ

ＤＰ比0.5％以下に抑えること（以下「債務ブレーキルール」）を目的として2013年に発効した

「安定・協調・ガバナンスに関する条約（以下「ＴＳＣＧ」）」である。  

ドイツは、統一後遺症から回復するなかで財政健全化に取り組み、2007年に財政収支が黒字に

転じたが（図２）、その後のリーマンショックを契機とした戦後最大規模の景気対策により大幅

な財政赤字に陥りＥＤＰを勧告された。これに対して、メルケル政権は2009年に基本法（憲法）

に均衡財政を義務付ける規定（構造的財政赤字をＧＤＰ比0.35％以下とする債務ブレーキルール）

を設定し、大規模な歳出削減を断行した結果、2012年に財政黒字を達成した。ドイツはこの先行

的取組により、2011年12月のＥＵ首脳会議でＴＳＣＧを提案・主導する等、同条約の制定に貢献

した。なお、ドイツは2014年以降財政黒字を維持していたが、2020年予算より非常時に債務ブレ

ーキルールを停止する例外規定を発動し財政スタンスを一転させた結果、2020年の財政収支は

ＧＤＰ比4.3％の赤字となっている。 

 

3. 【環境政策とエネルギー安全保障】メルケル政権は当初、低炭素化と経済性を確保しつつ再生可

能エネルギー（以下「再エネ」）拡大を進めるための「つなぎ」として原子力発電を活用するこ

ととし、その稼働年数延長を計画していた。しかし、2011年3月に起きた東日本大震災に伴う福

島第一原子力発電所事故を機に、2022年までの原子力発電所の段階的閉鎖を決定した結果、ドイ

ツの電源構成における原子力の割合は急速に低下した（図３）。ただし、再エネを推進しつつも

ベースロード電源を確保するために、一時的に石炭火力の割合が上昇し、また、ロシアから輸入

する天然ガスを燃料とした火力発電への依存を深めることとなった。 

ドイツでは、2000 年より再エネ法が施行され、太陽光発電等による電力の固定価格買取制度

（以下「ＦＩＴ」）を積極的に推進した。同制度に後押しされ、再エネは拡大していったもの

の、ＦＩＴ買取価格引下、中国企業の市場参入による供給過剰により大手再エネ事業者の破産

が相次いだ。また、安価な中国製品に押されていたＥＵでは、2013 年 5 月、中国製ソーラーパネ

ルに反ダンピング課税を課すことを提案したが、ドイツは対中輸出に影響が及ぶことやソーラー

パネル価格の高騰を懸念し、これに慎重な姿勢を示した。メルケル政権においては、対ロシアで

はウクライナ問題、対中国では人権問題など政治問題では対峙する局面があったが、これらのエ

ネルギー政策上の背景もあり、両国との経済関係は強化されていった（図４）。 

 

                                                           
1 一般政府財政赤字対ＧＤＰ比３％以下、公的債務残高同 60％以下に抑制することが求められていた。 
2 景気変動の影響を除外した財政赤字。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%81%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%AC%AC%E4%B8%80%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%AC%AC%E4%B8%80%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80


4. 【難民の社会的包摂】2010 年代に入り、紛争や政情不安定化等の理由で北アフリカや中東などか

らＥＵ域内に向かう難民が増え始めた。2015 年４月の密航船転覆事故により難民への人道支援策

を求める声が高まり、欧州委員会は同年５月、イタリア、ギリシャに到達する大量の難民の加盟

国への配分を含む緊急措置をまとめた。この結果、ＥＵ域内への難民の流入は 2015 年夏からさら

に加速した（図５）。当初、メルケル政権はダブリン協定に反してハンガリーに滞留する難民の

受入れを決定するなど、ＥＵ内でも難民受入により積極的な姿勢を見せていた。しかし、その後、

ドイツを目指す難民が増加し 100万人超が流入した結果、地方政府から収容負担の限界を訴える声

があがり、メルケル政権の寛容政策は連立政権内部からも批判を受けるようになり、加盟国で受

入れを分担すべきと主張するようになった。 

 ドイツでは、難民をどのように社会に統合させ、労働市場参加を促してくかが課題となってい

る。難民による職業訓練申込件数は増加したものの（2016 年:10,300 件→2018 年:38,300 件）、

2018 年の受講件数は申込件数の 36.5％にとどまっている。ドイツに生まれた者とＥＵ域外からの

移民者との労働参加率の差は 16.3pps（ＥＵ平均は 9.4pps）あり、ＥＵ内でも最も格差ある国の一

つとなっている。また、女性ではこの差は 20.2pps（ＥＵ平均は 9.5pps）とさらに拡大する。 

 

5.  このように、メルケル政権下のドイツは、ドイツ一国のみならず欧州全体の転換点となるよう

な局面において大きな役割を果たしてきた。これらの点は、新政権の政策内容（表１）において

も、景気動向を見据えての債務ブレーキの復活、ガス価格が高騰するなかでノルド・ストリーム

２対応含むエネルギー安全保障と脱炭素化の両立、難民等社会的少数派の包摂と統合といった重

要な課題となっており、新政権の今後の方向性を理解する上での補助線となるものと思われる。 

 

図１ 前回総選挙（2017年）と今回の議席数の推移 

 

 

   図２ ドイツ及びギリシャの財政状況 
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出所：外務省及び各種報道より。 

出所：EUROSTATより。 



 

図３  ドイツの電源構成の推移 

 

図４ ドイツの輸出（上図）輸入（下図）の主要な相手先 
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出所：データストリーム 

（10億ユーロ） 



 

             図５  欧州への難民申請件数の推移 

 

表１ 主要な政策方針（連立協定より） 

 

 

 

 

 

競争政策の観点からのデジタル市場に対する当局の対応能力強化

法定最低賃金を25％（時給9.6ユーロから12ユーロへ）引上げ

新規住宅の建設（年間40万戸、うち10万戸に補助金を支給）

病院や介護施設などの医療従事者にワクチン接種を義務化(注）

労働環境整備（男女賃金格差是正、移民・難民の背景を持つ女性への就労サポート
強化等）

法定年金強化（最低額48％の厳守、法定退職年齢引き上げの否定等）

社会的包摂の推進(ドイツ市民権取得要件緩和、性的少数派の権利拡大等）

財政 コロナ禍で停止していた債務ブレーキを2023年より復活

2045年までに気候中立を実現

2030年には電力供給の80％を再生可能エネ(2019年時点では約４割）で賄う

2030年までに1,500万台の電気自動車

EU、NATO等を柱として国際協調を推進する一方で、対中政策で経済関係優先からの
リバランス

核兵器禁止条約締約国会議へのオブザーバー参加

環境

外交・
安保

国内政策

（申請件数） 

出所：ＳＰＤホームページ及び各種報道より。 

（注）連立協定ではなく、2021年 12月 2日の連邦政府と各州による合意にて公表、同年 12月 10日議会承認。 

（月） 

（年） 
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